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１．科学技術トピックス 
以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査員の投稿（７月号は６月９日より７月６日まで）を
「科学技術トピックス」としてまとめたものです。センターにおいて、関連する複数の投稿をまとめ、また必
要な情報を付加する等独自に編集するため、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただし、投
稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を得て、記名により掲載しています。 
 
1.1 ライフサイエンス分野 
 
（１）食細胞によるがん遺伝子取り込みと発がん性獲得 
2001年5月号のProceedings of the National 
Academy of Sciences USA (Vol.98,Page 6407
-6411,2001)に掲載されたAnna Bergsmedhらに
よる論文を紹介する。 
アポトーシス①を起こした細胞は、選択的かつ
速やかに食細胞に貪食②される。この現象はも
っぱら、生体に害を与える細胞を生体から排除
するための反応だと考えられていた。 
また、アポトーシスを起こした細胞を貪食した
マクロファージ③が炎症を抑える物質を放出する
ことや、樹状細胞④が取り込んだアポトーシス細
胞に含まれる抗原を呈示してCD8陽性Tリンパ
球⑤を活性化することが報告され、生体恒常性
維持におけるアポトーシス細胞貪食反応の役割
が多岐にわたることが明らかになりつつある。 
ここに紹介する論文では、それとは逆に、この
反応が疾患につながる可能性が指摘されている。
細胞のがん化に関係するH-rasあるいはc-myc
遺伝子を持たせたラットの繊維芽細胞⑥にアポト
ーシスを誘導し、細胞周期の調節やアポトーシ
スに関係するp53遺伝子を欠失したマウスの繊
維芽細胞に貪食させた。貪食後のマウスの繊維
芽細胞は、細胞増殖の接触阻止を起こさなくな
っており、またSCIDマウス⑦へ移植された際の腫
瘍形成能を獲得していた。さらにそのマウスの細
胞では、ラットの細胞由来のH-rasあるいは
c-myc遺伝子が染色体に組み込まれており、そ
れら遺伝子が発現していた。 
これらの結果は、食細胞が、アポトーシスを起
こしたがん細胞中のがん遺伝子を染色体に取り
込み発がん性を獲得したことを示す。このような
反応がマクロファージや樹状細胞など他の食細
胞でも起こるかどうかを検証することについては
今後の課題であるが、著者の主張は発がん及
びがん病巣拡大の新しい仕組みを提案するも
のとして注目に値する。 
（金沢大学大学院医学系研究科 中西義信氏） 
（２）脊髄損傷の機能回復に嗅覚系の細胞が有効 
2001年5月号のNature Reviews Neuroscience 
(Vol.2,Page 369-375,2001)に発表されたGeoff 
Raismanの論文を紹介する。 
神経線維の再生は、末梢神経系や下等脊椎
動物では一般に起こる現象であるが、ヒトを含め
たほ乳類の中枢神経組織では起きにくいとされ
てきた。 
最近、中枢神経系の嗅神経組織中にあるグ
リア性の細胞⑧（Olfactory ensheathing cell: OE
C）を、実験的にラットの脊髄を切断した部位に
移植すると、切断された皮質脊髄路⑨の神経線
維が再生し、機能回復も認められることが報告さ
れている。著者のRaismanは、OECが脊髄の線
維の再生に効果がある原因について考察して
おり、特に嗅細胞の再生能とOECの再生との関
わりを論じている。さらに、脊髄損傷のみならず
中枢神経組織の神経再生のヒトへの応用の可
能性を強調している。 
OECの移植で神経線維の再生が、ヒトで臨床
的に起こし得るならば確かに大変有用であると
思われる。 
（東京都神経科学総合研究所 市川眞澄氏） 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①アポトーシス 
生理的条件下で細胞自らが引き起こす細胞の死。 
 
②貪食（作用） 
老化した自己の赤血球や死んだ組織細胞などを細胞
内に取り込むこと。貪食作用をもつ細胞を貪食細胞また
は食細胞という。 
 
③マクロファージ 
旺盛な貪食能をもつ食細胞。動物体内のほぼすべて
の組織に分布し、異物や老廃細胞などを捕食し消化す
る機能をもつ大型アメーバ状細胞の総称。 
 
④樹状細胞 
リンパ系組織をはじめ、種々の組織において、各組
織細胞間隙に樹状突起を出している細胞。免疫応答の
開始時におけるＴ細胞活性化に重要な役割を果たす。 
                              科学技術動向 2001年 7月  
 
4 
⑤CD8陽性Tリンパ球 
キラーＴ細胞とその前駆細胞。 
 
⑥繊維芽細胞 
動物個体内のほぼすべての組織中に分散して存在
する細胞で、臓器の形態形成に重要な役割を果たす繊
維性結合組織の重要な成分。 
 
⑦SCIDマウス 
Ｔ細胞およびＢ細胞集団がほぼ完全に欠失した突然
変異マウス。 
 
⑧グリア性の細胞 
神経膠細胞ともいう。神経組織の支持や、各種の神
経栄養因子を作る機能がある細胞。 
 
⑨皮質脊髄路 
随意運動のための神経伝達路。 
 
1.2 情報通信分野 
 
（１）クラスタ上で実行可能な OpenMP コンパイラ   
科学技術計算の計算機プラットフォームとして
は、コストパフォーマンスの観点から、従来のベク
トル型、パラレル型スーパーコンピュータ①といっ
た専用機のほかに、汎用のワークステーション・パ
ーソナルコンピュータをネットワークで 10～1000
台つなぐクラスタシステムが急速に広まっている。
東京大学先端科学技術研究センターの中村宏氏
よりクラスタシステムを普及させる技術についての
報告があった。 
クラスタシステムにおいて重要となるのが、プロ
グラミングの容易性と高い実効性能の両立である。
元々並列計算機では逐次的に作成したプログラ
ムをどのように並列化するかによって実行性能が
大きく異なるが、ハードウエアごとに並列化の記述
方法が異なり、プログラミングが難しかった。その
上、クラスタシステムではノード（クラスタを構成す
るCPU単位）間のデータのやりとりは通信プログラ
ムとなるため、プログラミングが複雑になるという問
題があった。 
前者に対して、並列化の記述を簡単かつ共通
化するプログラミングインターフェース OpenMP②
が注目を集めている。後者に対しては、ハード的
に各ノードに配置されているメモリをソフト的にシ
ステム全体で一つのメモリ空間として扱うことで、
ユーザがノード間の通信をプログラムする必要が
ないソフトウエア分散共有メモリシステムが有効で
ある。新情報処理機構が開発した SCASH はその
一つである。 
「並列処理シンポジウム 2001」（6 月 5～８日開
催）において新情報処理開発機構の佐藤三久氏
が、OpenMPで作成したプログラムを SCASH シス
テム上で実行するためのコンパイラを発表した。
実験結果によると良好な性能を達成している。こ
の技術により、クラスタシステムのプログラミングが
容易になる上、従来のプログラム資産の移植も可
能になる。クラスタ型のハイエンドコンピューティン
グがより身近なものとして広く普及することが予想
され、注目に値する。なお、本論文は、このシンポ
ジウムにおいて、最優秀論文賞を受賞した。 
 
（２）超高速通信用超短パルス光源の開発動向 
インターネットの普及に伴う通信量の増加に対
して、超高速光通信システムの開発が進められて
いる。現在は、波長多重通信における多重数を増
                              科学技術動向 2001年 7月  
 
5 
加する方法が中心であるが、通信速度を上げるた
めには超短パルスを発生できる光源の開発も重
要である。フェムト秒（ｆｓ）クラスの超短パルス光源
の開発動向について東京農工大の三沢和彦氏よ
り報告があった。 
K.R.Tamura他は分散③フラット・分散減少ファイ
バを用いて、ソリトン発生とパルス圧縮④による超
短パルスを生成した。繰り返し 10GHz、パルス幅 3
～3.7ps のファイバレーザを光源としたとき、圧縮
後のパルス幅は 54fs となった。パルス幅を制限し
ている要因はファイバの高次分散であること、偏
波保存である点も確認された。 
一方、R. Ell他(Karlsruhe大)はモード同期チタ
ンサファイア発振器からの 5ｆｓパルスの直接生成
を報告している。世界最短記録である 5ｆｓパルス
は、従来非常に大きなシステムが必要であったが、
本報告ではモード同期チタンサファイア発振器の
内部にガラス媒質を挿入し、かつ共振器鏡に分
散補正チャープ鏡⑤を使用することで、発振器か
ら直接 5ｆｓパルスを出力することに成功した。他に
も C. Chudoba他(MIT)や産業技術総合研究所が
モード同期フォルステライトレーザ⑥から、1.3 マイ
クロメートル帯で14ｆｓパルスを発生するシステムの
報告をしている。発振波長が光通信に実用的な
1.5 マイクロメートル帯ではないが、極限的短パル
ス光源をきわめて簡単な構成で実現した意義は
大きい。 
50ｆｓパルスを用いれば、単純計算では 10Ｔｂｐｓ
（波長多重システムでの現在の最高値）を１波長
で実現できることになる。波長の広がりが大きすぎ
て、ファイバの分散によりパルスが広がってしまう
などの問題があり、まだ実用化段階ではないが、
今後の開発が期待される。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①パラレル型スーパーコンピュータ 
大規模な科学技術計算に特化した大型コンピュータ
で、ベクトル計算の速度を追求したベクトル型、多数の
CPUで計算を分担して計算速度を上げるパラレル型が
あるが、いずれも専用ハードウエア・ソフトウエアを必要
とするため、非常に高価なものであった。 
 
②OpenMP 
Ｃ言語などで作成したプログラムをパラレル型用に書
き換えるための API で、複数のプラットフォームに共通し
たツールを提供している。IBM、Intel などハード、ソフトメ
ーカーが組織する OpenMP Architecture Review Board
が策定している。 
②分散 
光ファイバーなどの媒質の中で波長によって光の速
度が少しずつ異なる波長分散（正確には群速度分散）
を指す。レーザ発振波長の幅や揺れが大きいと分散に
よってパルスが広がってしまい、高速通信の妨げとなる
ため、分散減少ファイバの使用や分散補償ファイバによ
る補償が行われる。 
 
④パルス圧縮 
光ファイバのような、分散と光強度に対する屈折率非
線形性がある媒体で、分散と非線形性のバランスをうま
く取ると、光パルスが進行する間にパルス幅が圧縮され
る現象（波長幅は広がる） 
 
⑤分散補正チャープ鏡 
薄膜を多数積層した干渉鏡の一種で、薄膜内でレー
ザ媒体の波長分散を補償するように薄膜の構成、膜厚
が計算されている。 
 
⑥フォルステライトレーザ 
クロムをドープしたフォルステライト（Mg2SiO2）結晶を
媒質とした固体レーザのひとつ。 
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1.3 環境分野 
 
（１）都市の雨水管理評価プログラムの開発動向
と課題 －米国の土木学会報告－ 
東京都内をはじめとする大都市域の下水道で
は、雨水と汚水とを同じ管渠で収集する合流式下
水道を多く用いている。このため、ある一定以上
の降雨の場合では処理場の処理能力を超えた流
入水量となり、汚水の一部を未処理のまま河川な
どの公共用水域に放流することになる。この初期
段階で流出水は汚れていることが多く、水質汚濁
の大きな原因となっている。このため、都市域での
雨水管理は、浸水対策など都市防災の観点ばか
りでなく、水環境保全でも大きなテーマの一つに
なっている。複雑な水量的・水質的課題を同時に
かつ定量的に取り扱いつつ、雨量に対応した適
切な排水システムの構築が必要であり、そのため
にシミュレーションによる排水システム評価法の確
立が課題となっている。 
今年 5 月フロリダにおいて米国土木学会による
世界水・環境資源会議（World Water & Environ
-mental Resources Congress）が開催されたが、
都市排水モデルに関するシンポジウムが並列で
開催された。このシンポジウムに参加した東京大
学の古米弘明教授より、以下の報告があった。 
都市排水モデルに関しては、米国において、
既に 1969 年に米国環境保護庁とフロリダ大学な
どが中心となって、Storm Water Management 
Model(SWMM)という雨水管理モデルが開発され、
都市域の雨水時流出や汚濁負荷を統合的に解
析するシミュレーションモデルが作られた。そして、
現場での適用を進めながらより現実的な雨水流
出や汚濁負荷解析のためのバージョンアップを繰
り返して、最適な管理手法を検討するシステムへ
となりつつある。また、欧州では、英国で開発され
たHydroWorksの他、1980年にデンマークの水理
研究所で、雨水や下水管路内の水理計算を行う
シミュレーションモデル MOUSEが開発されてきて
いる。 
本シンポジウムにおいても、これらの高度なモ
デルを活用した合流式下水道雨天時越流水
（CSO）問題の対策検討や、イタリアの観光地にお
ける CSO由来の病原性微生物による汚濁対策に
関して、モデルシミュレーションによる検討事例が
報告されていた。後者は、雨天時汚濁流出現象
に加えて受水域での汚染物質の挙動をも統合的
に解析したものであった。モデル予測結果が実測
データで検証されていない欠点はあるものの、計
算結果表示においては、水質環境管理等の事業
を行う自治体への説明精度の向上や工夫が図ら
れている。これらのモデルを組み込んだシミュレー
ション・コードは、次第に認知度を高めている。そ
の一方で、日本においては、高度なモデル利用
は今まさに動きはじめている段階であり、依然とし
て独自の雨水管理を定量的に評価・解析するシミ
ュレーション・コードが十分に開発、活用されてい
ない状況にある。 
 
（２）生物学的手法を用いた環境中の微量化学物
質測定 
水環境中に含まれるダイオキシン類等を測定
するには、測定対象物質が試料１グラム中に 1 兆
分の 1 程度の極低濃度における測定技術が必要
である。測定精度を標準化するために、既にガス
クロマトグラフ質量分析計を用いる測定（GC－
MS）法が日本工業規格で制定されている。しかし、
GC－MS法では、1試料を測定するのに数週間も
の時間と数十万円という多額な費用が必要である
こと、前処理として測定対象外物質の除去が必要
であるという課題がある。これを解決するために、
「少量の試料・超高感度・短時間・現場・複数物質
同時」の環境試料測定技術の開発が求められて
いる。電力中央研究所の大村直也氏は、こうした
技術的課題に対して生物学的手法が有効である
として、以下のように報告した。 
生物学的手法における測定原理は、人体内に
異物－抗原が進入すると、これに対して抗体がつ
くられる抗原抗体反応を利用したものである。開
発された測定法では、予め直径 100 ミクロン程度
のビーズに抗原であるダイオキシン類を吸着させ
ておき､それに蛍光物質で標識した抗体を含む河
川等から採取した水（試験水）を流す。試験水中
に抗原がない場合には､試料に混ぜた蛍光を発
する抗体がビーズ上の抗原と反応し固定される。
一方、抗原がある場合には、蛍光を発する抗体が
試験水中の抗原と反応してしまうために、ビーズ
上の抗原と反応する量は少なくなる。この結果、ビ
ーズに光を当てた場合に両者の発光強度には差
が生ずる。この強度差を抗原量の差に換算するこ
とで、試験水中にどれだけ抗原があるかを定量的
に測定できる。 
この方法によると、試験対象水の採取場所にお
いて、1 ミリリットル程度のわずかな試験対象水を
用い、10分程度で、１グラム中に 1兆分の 1程度
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の極低濃度でも測定が可能となる。しかも、このコ
ストは数千円程度と見込まれている。また、複数の
化学物質を同時に、前処理無しで、定量的に測
定が可能という特長がある。 
今後の主要な技術的課題として、様々な化学
物質が溶け込んでいる高汚染度の河川水におけ
る分析実証、抗体が不明な有害物質についての
抗体を人工的につくる技術の開発などがある。 
 
1.4 ナノテク･材料分野 
 
（１）ダイヤモンド pn 接合からの紫外線発光 
物質・材料研究機構、物質研究所の小泉聡主
任研究員他は、化学気相成長法(CVD)により、リ
ンをドーピングした n 型半導体ダイヤモンドとホウ
素をドーピングした p 型半導体ダイヤモンドの pn
接合を作製し、その電気特性と発光特性につい
て報告している（Science誌 2001年 6月 8日号）。 
得られたダイヤモンド pn 接合素子は明確な整
流性を示した。順方向動作時、15-20V、5mA 程
度の駆動電力で高強度の紫外線発光が観測され、
その波長は 235nm(5.27eV)ときわめて短波長であ
った。この発光はダイヤモンドの自由励起子再結
合①にともなうもので、現在までに報告されている
半導体デバイスからの発光で最高のエネルギー
である。 
この研究では n型、p型ダイヤモンド共に、その
基礎特性がきちんと確認されている点で、初めて
のダイヤモンドpn接合の論文として十分な説得力
を持つ。また、5.27eV という高エネルギーの紫外
光が固体素子から得られたことは驚愕に値し、こ
れからの応用研究が期待される。 
 
（２）超伝導マイクロカロリメータを用いた超高感
度分析装置 
超伝導体は臨界温度(Tc)と呼ばれる温度で抵
抗が急激にゼロとなる。この急激な抵抗変化を利
用して、微少な温度変化を高速・高感度に検出す
るものが超伝導マイクロカロリメータである。同カロ
リメータは熱の吸収体、超伝導薄膜、抵抗変化を
検出するための高感度超伝導（SQUID）電流計か
らなり、動作温度は 0.1 ケルビンである。 
超伝導マイクロカロリメータを用いることにより従
来では不可能であった高感度な物質分析が可能
となるため、半導体 LSI やバイオ関連への応用が
期待されている。例えば、同カロリメータをエネル
ギー分散型のＸ線検出器として用いた場合には、
5.9 keVのＸ線に対して 4.5 eVのエネルギー分解
能が得られており、従来の半導体検出器では不
可能であった高い性能が実証されている。同カロ
リメータを走査形電子顕微鏡と組み合わせた超高
感度分析装置が既に試作されており、半導体 LSI 
の分野で非常に重要な分析装置となりつつある。
例えばこれまで不可能であった、Si基板表面のナ
ノメータサイズの不純物検出や微小領域の組成
分析・化学シフトマッピングなどに成功している。 
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また、DNA の構造解析や医薬品の開発に必要
な高分子量蛋白質の分析にも応用が開始されて
いる。従来の検出器では不可能であった、大きな
分子量の蛋白質の質量分析に成功しており、今
後の展開が期待されている。 
既にセンサ一としての性能に関しては、超伝導
マイクロカロリメータの優位性は充分に実証されて
おり、国内外において実用化も進行中である。今
後は、センサ一システムを大幅に改善するための
マイクロカロリメータの高集積化が重要な研究課
題となっている。外国に比べて国内の取り組みは
若干遅れており、今後のこの分野の推進が必要
である。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①自由励起子再結合 
励起子とは半導体の中で電子-正孔対がクーロン力により束
縛状態を形成しているもの。正孔はいわば電子の抜けた孔で
あるから、電子がその孔に落ち込むことを再結合という。その
際失ったエネルギーは光となって放出される。 
 
 
1.5 エネルギー分野 
 
（１）実用機に近い高温超伝導ケーブル送電路の
課電・通電試験が始まる 
オフィスビルの IT 化、高層マンションブームに
代表される電力多消費の傾向から都市の電力需
要急増のため、都心に給電する電力ケーブルは、
現在その能力限度いっぱいの運転を強いられて
いる。6月 11日、東京電力、住友電気工業、電力
中央研究所は、高温超伝導ケーブルシステムの
課電・通電試験を、電力中央研究所・横須賀研究
所で開始した。 
高温超伝導ケーブルは、液体窒素冷却による
超伝導状態で、大電流が抵抗（ロス）なく流れる原
理を応用して送電するもので、従来のケーブルよ
りも大きな電流を流すことができ、送電容量を大
幅に増加できる。今回、用いられているケーブル
は、断面形状がテープ状のビスマス 2223 系高温
超伝導線材を用い、これを導撚線フォーマーの
上に多層（4 層）巻きして導体を形成し、その上に
半合成紙（PPLP：ポリプロピレンラミネート紙）を巻
き、その周りに超伝導線材からなる２層のシールド
層を持つ構造である。これを３相分撚り合わせて１
つの断熱管に収めるとともに、断熱管内に沸点
（－196℃）以下に過冷却した加圧液体窒素を充
填、循環させて冷却している。内径 15cm とかなり
小型で 3相 66kV・1000A、3芯一括高温超伝導ケ
ーブルを組み込んだシステムで長さも世界最長の
100mとなり、実際に交流損失や熱侵入を実機（運
搬上の制約等から 1 本のケーブルの長さは通常
1.5km 程度までと考えられている）に近い状況で
試験する。米国では DOEが中心になってデトロイ
ト市内の変電所構内のケーブルとして試験が予
定されており、デンマークでも 30m 級ケーブルで
始まりつつあるが、今回のケーブルは交流ロス等
の点で一歩先を行っている。 
超伝導ケーブルは、省エネ効果とともに経済価
値も高いと見込まれる。高温超伝導冷却のための
液体窒素が絶縁油なみの耐電圧を有し、電流容
量も増加するため、従来、都心近郊で 275kVから
66kV に降圧していた変圧器が不要になり、一気
に 66kV のままで都市中心部に給電できるように
なる。また、コンパクト化によって既存の地下管路
が利用できるなど、既存設備の有効活用が可能
であり、建設費の大幅なコストダウン、地下空間の
有効活用にもつながる。東京の電力密度はニュ
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ーヨークの倍、パリの 3 倍である。21 世紀型（IT
化）エネルギーインフラ技術として、高温超伝導ケ
ーブル送電技術の可能性は大きく、今後の動向
が注目される。 
 
（２）解体核プルトニウムの処分についての米原
子力学会パネルディスカッション 
戦略兵器削減条約締結に伴い、米ロ両国で解
体の対象となった核弾頭から発生する兵器級プ
ルトニウム(WPu)の管理・処分が国際的な関心事
となっている。 
WPu は核分裂性同位体 239Pu の割合が 90%
以上と高く、原子炉の使用済み燃料に含まれてい
るプルトニウム（原子炉級プルトニウム RPu）に比
べ、核拡散防止の観点からより厳重な管理が求め
られる。WPu の処分方式には、①ウランと混合し
てMOX（混合酸化物）燃料に加工し、原子炉で燃
焼させる「原子炉オプション」、②高レベル放射性
廃棄物などと共にガラス固化する「固化オプショ
ン」の 2 つがあり、いずれも使用済み核燃料と同
程度の核拡散抵抗性を持たせることを目的として
いる。 
2000 年 6 月のクリントン・プーチン首脳会談で
は、両国がそれぞれ 34トンのWPuを処分すること
で合意し、二国間協定が同年 9 月に発効した。ま
た、九州・沖縄サミットのG8コミュニケにおいても、
この問題に関して言及がなされ、「次のステップは
G8 諸国間の協力および関連する国際プロジェク
トに立脚すべき」と述べられている。 
先月、ミルウォーキーで開催された米国原子力
学会年次大会で、本問題に関するパネルディス
カッションが開催された。米ロ両国の WPu 処分は
並行して実施することとなっているが、やはり、社
会情勢が不安定なロシアの WPu の管理・処分に
関心が集まった。ロシア原子力庁の Kudryavtsev
氏は、ロシアは WPu をエネルギー資源とみなして
おり、原子炉オプションしか受け入れられないこと、
また、西側諸国からの資金援助が処分実施の条
件という従来の立場を表明した。また、仏原子力
庁の Sicard 氏からは仏－独－ロ間で検討されて
いる DEMOXプロジェクトの概要報告がなされた。
これは、MOX燃料加工工場（DEMOXプラント）で
製造された燃料をロシア型加圧水型軽水炉
VVER1000と高速炉BN600で燃焼させるものであ
る。また、カナダ原子力公社の Cox 氏からは、カ
ナダ型重水炉（CANDU 炉）の利用シナリオにつ
いて報告された。 
これに対し、核燃料サイクル開発機構の新谷聖
法氏からは日ロ間協力プロジェクトの進捗現状が
報告された。このプロジェクトは、DEMOXプロジェ
クトにおける BN600燃焼分の燃料に、デミトロフグ
ラードの原子炉研究所（RIAR）の施設でバイパッ
ク（振動充填）燃料を用いるというものである。バイ
パック燃料製造プロセスは、燃料粉末を振動下で
燃料ピンに充填するものであり、ペレット型燃料製
造プロセスに比べてシンプルなため、低コストの
MOX 燃料製造プロセスとして関心を集めている。
この方式を WPu 処分計画にも導入することにより、
トータルコストを低くできると見込まれる。しかしな
がら、WPu 処分問題は高度な国際政治問題でも
あり、日本の提案に対しても、さまざまな反応があ
ったように見受けられた。 
ブッシュ政権発足により、WPu 処分プログラム
の実施が遅れるのではないかとの懸念もあり、7月
のジェノバサミットで本問題に関してどのような声
明が出されるか注目される。 
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1.6 製造技術分野 
 
（１）化学工学会「超臨界流体シンポジウム」開催 
近年、超臨界流体①の基礎ならびに応用技術
に関する研究が活発になっている。超臨界二酸
化炭素を用いたコーヒーからの脱カフェインの例
は有名である。超臨界流体は抽出、反応などの製
造プロセスにおける環境調和型高機能溶媒として
大きな注目を集めている。超臨界水による有害物
質の分解や、ペットボトルに用いられる PET 等の
プラスチックのケミカルリサイクルへの応用が期待
されている。また、有機合成反応への応用も試み
られている。 
化学工学会では、従来から超臨界流体高度利
用特別研究会を設置し、情報交換、調査、セミナ
ー、シンポジウムなどを企画し積極的な活動を進
めてきたが、本年度より「超臨界流体部会」を発足
させ、超臨界流体の科学と技術に関する研究活
動をさらに推進することになった。その発足記念
シンポジウムが 6月 19日中央大学駿河台記念館
にて開催された。 
シンポジウムでは、①超臨界二酸化炭素中で、
活性炭のような多孔性材料の細孔表面にシリカ、
プラチナなどをナノコーティングする手法の開発、
②超臨界水中でのエステルの加水分解反応機構
の速度論的解析、③超臨界二酸化炭素中でのナ
フタレンの拡散係数の測定、など５件の発表があ
った。 
環境調和型製造技術開発に対する社会的要
請が高まっており、超臨界流体研究の一層の発
展が期待される。 
 
 
----------------------------------------- 
用語説明 
①超臨界流体 
気体と液体が共存できる限界の温度・圧力（臨界点）を超え
た条件では、気体と液体の区別がなくなるがこれを超臨界流体
と呼ぶ。超臨界流体は、気体に比べて密度が高い割に粘度が
小さい、拡散係数が液体の数百倍近いなどの特徴を有する。 
 
 
1.7 社会基盤分野 
 
（１）革新航空機技術－マイクロアクチュエータに
よる流れの剥離制御技術－ 
(社)日本航空宇宙工業会が発表した「革新航
空機技術開発に関する調査」（2001 年 3 月）に基
づき、三菱重工業（株）片柳亮二氏より以下の報
告があった。 
航空機の機体表面に作用する空力抵抗の低
減は、航空機の空力性能向上にとって非常に重
要な課題である。 
翼は迎角を大きくすると翼表面の流れが剥離を
起こし、揚力が急激に低下するとともに、抵抗が
増大する。この現象は翼表面の形状や流れの状
態により異なるが、翼が剥離を起こすと揚力が低
下するだけではなく、振動や弾性とのカップリング
で不安定現象を引き起こすことがある。また、一般
に同じ速度や迎角でも、流れが層流の状態と乱
流の状態では、層流の方が小さな迎角で剥離を
起こす(層流剥離)。これらの現象は航空機の特に
離着陸時の性能に影響を与える。剥離は流れが
圧力勾配に抗しきれずに起こる現象であり、抑制
する手段としては、壁面近傍の流れ場に前進する
だけのエネルギーを与えることである。 
具体的には、渦を壁面近傍に発生させ乱流状
態を促進させることでエネルギーレベルを上げる、
境界層を吸い込むことにより壁面近傍の速度を上
げる、壁面近傍に流れを吹き付けることによりエネ
ルギーを流れに誘起し剥離を防止する事が考え
られている。 
こうした境界層吸い込み等の手法を実現するた
めのデバイスが研究されてきたが、近年、半導体
等の発達により開発された超小型のマイクロマシ
ンを抵抗低減に適用しようという試みが米国を中
心に始められている。 
NASA ではマイクロアクチュエータを用い周期
的な噴き出し、吸い込みを壁面近傍に与えること
で剥離を抑制する研究を行っている。振動膜をピ
エゾ等で加振することにより、非常に狭い噴き出し
からジェットを噴出するもので、噴き出し・吸い込
みの流速は最大で 50m/s にも達し、その加振振
動数は最大１KHzである。 
これによると、従来の一様な噴き出しや吸い込
みに対して、周期的な噴き出しや吸い込みを与え
ることによる効果は 100倍であるとしている。 
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1.8 フロンティア分野 
 
（１）ROGUE WAVES 2000 国際研究集会  
海洋表面を運航する大小様々の船舶や、沖
合に展開されたオペレーショナルな海洋構造物
等にとって太古から変わらない最大の脅威は洋
上の波浪（風波）のインパクトである。近年の統
計的（スペクトル）波浪予測法の急速な進歩によ
っても、いまだ海上安全の確保に関して十分と
は言えない（cf. M. Wendt, Thesis, TU Hamburg, 
2000）。その証拠の１つとして異常波浪（Rogue 
Wave）の存在がある。 
この現象は、ある海象条件の下では通常起こ
り得ない（少なくとも確率的には厳密にゼロでは
ないがほとんど無視できるとの意味で）極端に大
きな波が突然襲ってくるというものである。このよ
うな物理的に見て特異な波に興味を持つ、世界
十数カ国の海洋学、造船・土木工学、応用数学、
理論物理学等の専門家が一堂に会し、ROGUE
 WAVES 2000 WS が2000年11月29～30日、
フランスのブレスト市において開催された。 
Keynote address を行ったのはグラスゴー大
学で長年にわたってDerbyshire号（20万トン）の
遭難原因を追及してきた Faulkner 教授で、
Rogue（群を離れた野獣のような）Wave も彼の
命名と聞く。この現象の性質上単なる観測、統
計の手法に限らず波動力学系の実験・理論、シ
ミュレーション等種々の立場から活発な意見が
交換されたが、未だに見解の一致を見るに至ら
ず、この危険かつ魅惑的な Rogue Wave は現
代科学、工学の挑戦を退けている。 
当該ワークショップのまとめと論文集は本年秋
頃刊行され、インターネット上でもフランス海洋
調査機構 Ifremer のホームページから公開さ
れる予定である。 
（海上技術安全研究所 冨田宏氏） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
